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1.はじめに

近代になって､住宅が商品として登場するのに

伴って､住宅にも消費者問題が発生してきた｡さ

らに､ハウスメーカーが住宅の工業化を押し進め

るとともに､この問題がより一層の広がりをもつ

ようになってきている｡また､住宅は非常に高額

であり､長期にわたって使用され､土地がなけれ

ば供給されないなど､他の種々の商品とは異なっ

た性格をもっている｡したがって､その消費者間

題の質は､他の商品の場合と比較できないはど深

刻な様相を示し､消費者の将来にわたる全生活に

影響を与えるものとなる｡さらに､一般の消費者

が住宅を購入する場合その住宅の性能を的確に判

断し､畷庇を見抜くためには､非常に多岐にわた

る専門的な知識を必要とし､困難が伴う｡

一方､これまで住宅の購入に関わるトラブルに

ついては､住宅専門の紛争処理体制がないため､

ハウスメーカーに対して消費者は非常に弱い立場

に立たされてきた｡このような状況において､欠

陥住宅等の住宅の消費者問題が社会的にクローズ

アップされるようになってきた｡また､社会全体

の動きとして､PL法など消費者保護が打ち出さ

れるようになってきたことを背景として､住宅に

ついても1999年に住宅品質確保促進法が制定､

2000年に施行され消費者を取り巻く状況に変化

の兆候がでてきた｡

これまで､住宅の消費者問題に関する研究は､

1983年に吉野らによって行われた｢住宅の消費

者問題に関する研究｣l)以降､欠陥住宅の実態を

取り上げた研究2)はみられるが､欠陥やトラブル

とそれに対する消費者の対応等についての研究は

なく､住宅取得等の消費者間題の一部を扱った研

究3)が近年みられるだけである｡

そこで､本研究では､実際の住宅建設や購入に

関して､事前の準備状況､欠陥やトラブルの実態､

消費者の意識や行動の現状をとらえるとともに､

その消費者の意識や行動が欠陥やトラブルの実態

とどのような関連があるのかを明らかにすること

を目的とする｡

本研究を行うことによって､住宅における消費

者間題の状況とその消費者の意識と行動との関連

を明らかにすることができ､今後行うべき対策を

考えるための有効な資料とすることができよう｡

2.研究の方法と調査対象の概要

1)研究の方法

本研究の目的を達成するため､住宅購入世帯を

対象に調査を実施した｡対象選択の視点は､住宅

の購入･建設年度が比較的新しく､記憶が鮮明で

あること､偏りを防ぐため多種の業者が入ってお

り､注文住宅と分譲住宅が混在することとした｡

その結果､四日市市南部に位置し､1991年から

分譲が開始された｢U団地｣を対象とした｡

調査方法は､留め置き式のアンケート調査で行っ

た｡調査時期は､2000年9月である｡調査の結

果､219件の有効サンプルを得た｡配布､回収状

況を､表1に示す｡

表1 調査対象

件 数

配布数(部) 255

回収数(部) 239

回収率(%) 93.7

無効数(部) 20

有効数(部) 219

有効率(%) 91.6
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2)調査対象の概要

調査対象の概要を､表2に示す｡夫･妻ともに

年齢は30代から40代に集中しており夫の平均年

齢は43歳､妻は40歳である｡夫の職業は専門･

技術職と管理職が多く､妻は専業主婦が半数を占

める｡また､家族人数は4人家族が多く､平均家

族人数は3.9人であり､核家族が圧倒的である｡

調査対象住宅の概要を表3に示す｡住宅の建築

年度は､1990年から2000年にまたがっている｡

住宅の種類は分譲住宅が6割､注文住宅が4割と

なっている｡住宅の工法は在来木造が最も多く､

次いで鉄骨､ツーバイフォーとなっている｡住宅

夫と妻の年齢

の延べ床面積は､注文住宅･分譲住宅ともに

101～150m2が最も多くなっているが､やや注文

住宅の面積の方が広い｡敷地面積については､い

ずれの住宅も､201～300m2が最も多いが注文住

宅の方がやや広くなっている｡住宅入手業者はい

ずれも大手住宅メーカーが最も多く､次いで注文

住宅では大工･工務店､分譲住宅では地域の住宅

会社となっている｡また､注文住宅の設計は､施

行業者が行っている場合がはとんどで､専門の設

計業者に依頼しているのは約1割にとどまってい

る｡

表2 調査対象の概要

夫と妻の職業

夫 妻

件数 % 件数 %

21～30 歳 5 2.5 17 8.8

31～40 歳 55.2

41～50 歳 22.7

51～60 歳 8.2

61～70 歳 4.6

71歳以上 0.5

無 回 答 22 25

計 219 100.0 219 100.0

家族の人数

家族の人数 件数 %

1人 3 1.5

2人 21 10.2

3人 43 20.9

4人 83 40.3

5人 38 18.4

6人 円 5.3

7人 6 2.9

8人 ロ 0.5

無回答 13

計 219 100.0

夫 妻

件数 % 件数 %

農林漁業従事者 0 0.0 0 0.0

専門技術者 4.1

管 理 職 0.0

自 由 業 0.5

事 務 職 4.6

販売･サービス業 2.6

一般労働者
1.5

自 営 業 5.1

そ の 他 4.6

パートタイム 26.0

内 職 2.6

無 職 48.5

無 回 答 25 23

計 219 100.0 23 100.0

件数 %

核 家 族
1

174 84.5

拡大家族 32 15.5

無 回 答 13

計 219 100.0
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住宅の種類

件数 %

分譲住宅 136 62.1

注文住宅 83 37.9

無 回 答 0

計 219 100.0

件数 %

在 来 木 造 95 44.8

プ レ ハ フ 15 7.1

鉄 骨 57 26.9

ツーバイフォー 35 16.5

鉄筋コンクリート 3 1.4

そ の 他 7 3.写

無 回 答 7

計 2Ⅰ9 100.0

注文住宅の設計業者

住宅における消費者問題に関する研究

表3 調査対象住宅の概要

住宅の建築年度

注 文 住 宅 分 譲 住 宅

件数 % 件数 %

1990年 0 0.0 5 4.4

1991年 6 8.3 28 24.8

1992年 9 12.5 7 6.2

1993年 円 15.3 21 18.6

1994年 6 8.3 28 24.8

1995年 8 11.1 10 8.8

1996年 10 13.9 10 8.8

1997年 10 13.9 3 2.7

1998年 6 8.3 0 0.0

1999年 3 4.2 ロ 0.9

2000年 3 4.2 0 0.0

無回答 円 23

計 83 100.0 136 100.0

住宅の延べ床面積

件数 %

工事業者と同じ 68 85.0

設 計 業 者 円 13.8

そ の 他 ロ 1.3

無 回 答 3

計 83 100.0

注文住宅の土地代金

件数 %

0円 19 32.2

1000万円以下 l 1.7

1001～1500万円 4 6.8

1501～2000万円 16 27.1

2001～2500万円 13 22.0

2501～3000万円 4 6.8

3001万円以上 2 3.4

無 回 答 24

計 83 100.0

注文住宅の建築費用

件数 %

1500万円以下 l 1.7

1501～2000万円 8 13.8

2001～2500万円 23 39.7

2501～3000万円 円 19.0

3001～3500万円 6 10.3

3501～4000万円 4 6.9

4001～4500万円 2 3.4

4501万円以上 3 5.2

無 回 答 25

計 83 100.0

分譲住宅購入費用

件数 %

2501～3000万円 3 3.0

3001～3500万円 21 20.8

3501～4000万円 39 38.6

4001～4500万円 28 27.7

4501万円以上 10 9.9

無回答 35

計 136 100.0

注 文 住 宅 分 譲 住 宅

件数 % 件数 %

100m2以下 5 7.4 ロ 1.0

101′-′150 37 54.4 100 97.1

151～200 19 27.9 2 1.9

201～250 6 8.8 0 0.0

251m2以上 ロ 1.5 0 0.0

無回答 15 33

計 83 100.0 136 100.0

住宅の敷地面積

注 文 住 宅 分 譲 住 宅

件数 % 件数 %

～200m2 6 9.0 27 26.7

201～300 40 59.7 73 72.3

301～400 14 20.9 ロ 1.0

401′-500 3 4.5 0 0.0

501m2以上 4 6.0 0 0.0

無回答 16 35

計 83 100.0 136 100.0

住宅を入手した業者の種類

注 文 住 宅 分 譲 住 宅

件数 % 件数 %

大手住宅メーカー 52 62.7 81 60.0

地域の住宅会社 10 12.0 48 35.6

大工･工務店 19 22.9 0 0.0

不動産会社 ロ 1.2 4 3.0

そ の 他 l 1.2 2 1.5

無 回 答 0 ロ
計 83 100.0 136 100.0

住宅金融公庫融資の有無

注 文 住 宅 分 譲 住 宅

件数 % 件数 %

あ り 62 80.5 116 98.3

な し 15 19.5 2 1.7

無 回 答 6 18

計 83 100.0 136 100.0
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3.調査結果と考察

1)住宅入手までの消費者の行動と意識

① 住宅入手までの準備行動

住宅入手までの準備行動について､図1-1に

示す｡住宅入手のための準備行動で｢よくした｣

と答えた件数が多いのほ｢新聞広告やチラシを見

る｣｢カタログ･パンフレットを見る｣といった

宣伝媒体による情報収集である｡｢住宅に関する

本･雑誌を読む｣も件数が多く､新聞･書籍･テ

レビ等のマスメディアを利用した方法がよく行わ

れている｡｢時々した｣と答えた件数が多かった

のは､｢住宅展示場やショールームを見る｣｢住宅

見学会や建築現場を見る｣｢住宅フェア等のイベ

ントに行く｣といった項目で､大半の人は時々は

実物の住宅を見る機会を利用している｡

また､｢住宅を入手した人の話を聞く｣｢友人､

知人､親戚に相談する｣といったいわゆる口コミ

から情報を得た人はそれぞれ約半数である｡

｢しなかった｣と答えた件数が多かったのは

｢役所等の相談窓口を利用する｣｢住宅づくりの講

座に参加する｣といった自分から相談や勉強に行

く項目である｡｢大工･設計士に相談する｣｢不動

産屋を訪ねる｣といった専門家に相談に行く件数

も2～3割程度である｡

以上のように､消費者の住宅購入までの準備行

動は､比較的簡単に行えるマスメディアの利用と

消費者のために準備された展示場や見学会､フェ

住宅づくりの講
座に参加する

役所などの相談
窓口を利用する

住宅を入手した
人の話を聞く

友人･知人･親
戚に相談する

不動産屋を訪
ねる

住宅に関する本
･雑誌を読む
大工･設計士

に相談する
住宅に関するテ

レビ番組を見る
新聞広告やチ

ラシを見る

カタログ･パン

フレットを見る

住宅フェア等の
イベントに行く

住宅見学会や建
築現場を見る
住宅展示揚やショ

ールームを見る

0% 20% 40% 60% 80% 100%

日よくした 因時々した 国 しなかった

園1-1住宅入手までの準備行動
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アの利用段階にとどまっており､消費者が自ら主

体的な働きをする準備行動は､あまり行われてい

ない現状である｡

② 注文住宅の入手過程

注文住宅の土地の入手過程について､図1-2

～1-8に示す｡

宅地分譲で建築

条件なし

宅地分譲で建築

条件つき

以前から所有し

ていた土地

親や親戚などから

譲り受けた土地

その他

0 20 40 60 80 100

(0占)

図1-2 注文住宅の土地の種類

住宅メーカーの

営業マンから

新聞広告

不動産屋

折り込みチラシ

やのばり

友人･知人･親
戚から

業者に知り合い

がいた

その他

0 20 40 60 80 IOO

(%)

園1-3 注文住宅の土地を知ったきっかけ

近所の人に土地

の評判を聞く

大工･設計士

に相談する

チラシや広告を
見て検討する

営業マンなど業者
の担当者に聞く

契約書･図面など
の書類をよく読む

登記簿や公図
を確認する

都市計画図を
確認する

業者の免許を
確認する

0% 20% 40% 60% 80% 100%

田よくした 因時々した 国しなかった

図1-4 注文住宅入手者の土地の下調べ
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よく聞く名前

の業者だから

営業マンの人

柄

友人･知人･親

戚から聞いて

業者に知り合
いがいた

大手だから

土地の立地条
件がいい

その他

0% 20% 40% 60% 80% 100%

国あてはまる 囲あてはまらない

区=-5 分譲の土地購入決定の決め手

(注文住宅)

住宅メーカーの

営業マンから

新聞広告

不動産屋

折り込みチラシ

やのぼり

友人･知人･親

戚から

業者に知り合い

がいた

住宅展示場で

その他

0 20 40 60 80 100

(%)

図1-6 工事業者を知ったきっかけ

(注文住宅)

1週間以内

半月以内

lカ月以内

2～3カ月以内

半年以内

1年以内

1年以上

0 20 40 60 80 100

(%)

匡‖-7 土地を契約してから工事業者決定

までの期間(注文住宅)

よく聞く名前

の業者だから

営業マンの人
柄

友人･知人･親

戚から聞いた

大手メーカー
だから

業者の建てた

家を見て

プランが選び

やすい

価格がわかり

やすい

設計事務所か
らの紹介

地元の業者だ
から

業者に知り合
いがいた

その他

0% 20% 40% 60% 80% 100%

田あてはまる

吻あてはまらない

図1-8 エ事業者の決定の決め手

(注文住宅)

注文住宅の土地の種類について､最も多いのは､

｢宅地分譲で建築条件なし｣で約3割を占め､次

いで｢宅地分譲で建築条件付き｣で約2割となっ

ている｡また､土地を以前から所有していたか譲

り受けた者が約3割である｡

注文住宅の土地を知ったきっかけで､最も件数

が多いのは｢住宅メーカーの営業マンから｣で約

4割､次いで｢友人･知人･親戚から｣｢不動産

屋｣がそれぞれ約2割である｡土地を知ったきっ

かけは､｢新聞広告｣や｢折り込みチラシやのぼ

り｣といった宣伝物よりも､営業マンや知人など

の人を介した紹介が多い傾向がみられる｡

注文住宅の土地の下調べほ｢よくした｣｢時々

した｣を合わせると､｢契約図書･図面などの書

類をよく読む｣は8割､｢営業マンなど業者の担

当者に聞く｣は7割の人がしたと答えている｡し

かし､｢都市計画図を確認する｣｢業者の免許を確

認する｣といった確認作業は半数以上の人が｢し

なかった｣と答えている｡また､｢近所の人に土
地の評判を聞く｣｢大工･設計士に相談する｣も

それぞれ2～4割と少ない｡このように､業者の

確認や購入物件に対する確認は十分行われている

とは言い難い状況である｡

分譲土地購入を決定する際の決め手は､｢土地
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の立地条件がよい｣を決め手とする人が他の要因

よりも圧倒的に多く約8割である｡分譲土地を購

入する場合､消費者は業者の信頼性よりも土地そ

のものを重視して決定しているといえる｡

土地を知ってから購入を決定するまでの期間は

｢2～3ケ月以内｣と答えた件数が最も多く約3割､

次いで｢半年以内｣と続く｡しかし､｢1年以上｣

と答えた件数も2割あり､以前から土地を知って

いて購入するケースもある｡

工事業者を知ったきっかけは､｢住宅展示場で｣

と答えた件数が最も多く約3割を占める｡次いで､

｢友人･知人･親戚から｣｢住宅メーカーの営業マ

ンから｣となっており､これら3つのきっかけで

全体の約7割を占める｡

土地購入を決定してから工事契約までの期間は､

｢1ケ月以内｣と答えた件数が最も多く､次いで

｢2～3ケ月以内｣｢半年以内｣と続く｡8割が土地

購入決定後､1ケ月から半年以内に工事契約して

いる｡1～2週間というケースもあり､全体とし

て､土地購入後比較的早く住宅建設に入っている

といえる｡

工事業者決定の決め手については､｢業者の建

てた家を見て｣を決め手としている場合が最も多

く､約半数を占める｡次いで､｢大手メーカーだ

から｣｢営業マンの人柄｣といった回答が続いて

おり､業者の建てる住宅そのものだけでなく､業

者の知名度や規模､さらには担当者である営業マ

ンの対応なども業者選びの決め手となっている｡

③ 分譲住宅の入手過程

分譲住宅の入手過程について､図1-9～1-11

に示す｡

住宅メーカーの
営業マンから

新聞公告

不動産屋

折り込みチラ
シやのぼり

友人･知人･

親戚から

業者に知り合
いがいた

その他

0 20 40 60 80 100

(%)

図1-9 入手した住宅を知ったきっかけ

(分譲住宅)

入手した住宅を知ったきっかけは､｢折り込み

チラシやのぼり｣が最も多く､約半数を占める｡

次いで､｢新聞広告｣が2割となっている｡すな

わち､分譲住宅を知ったきっかけは宣伝媒体が多

近所の人に業者

の評判を聞く

近所の人に敷地や
住宅の評判を聞く

業者の建てた住
宅を見て歩く

大工･設計士
に相談する

チラシや広告を

見て検討する

営業マンなど業者
の担当者に聞く

契約書･図面など

の書類をよく読む

登記簿や公図

を確認する

都市計画図を
確認する

業者の免許を
確認する

0% 20% 40% 60% 80% 100%

8よくした 因時々した 匿 しなかった

図1-10 入手前の下調べ(分譲住宅)

よく聞く名前
の業者だから

営業マンの人
柄

友人･知人･親
戚から聞いて

大手メーカー

だから

業者の建てた

家を見て

土地の立地条
件がよい

実際の住宅を見
て気に入った

予算内だった

地元の業者だ

ったから

業者に知り合
いがいた

その他

0% 20% 40% 60% 80% 100%

因該当する 匠該当しない

図1-11入手決定の決め手(分譲住宅)
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く､逆に人を介して知ったというケースは少ない

といえる｡

入手した住宅の下調べは､｢チラシや広告を見

て検討する｣が多く､9割の消費者が行っている｡

次いで､｢営業マンなど業者の担当者に聞く｣｢契

約書･図面などの書類をよく読む｣｢業者の建て

た住宅を見て歩く｣が6割程度である｡しかし､

｢登記簿や公図を確認する｣｢都市計画図を確認す

る｣｢業者の免許を確認する｣といった確認作業

をしたと答えた件数はいずれも4割以下と低い｡

さらに､｢近所の人に業者の評判を聞く｣｢近所の

人に敷地や住宅の評判を聞く｣｢大工･設計士に

相談する｣といった専門家や第三者の話を聞く下

調べはそれぞれ2割程度と少なく､業者や購入物

件に対する確認は十分行われていない｡

分譲住宅入手の決め手となった点は､｢実際の

価格

立地

外観

住宅の広さ

･間取り

内装･住宅

工事業者の

信頼性

0 20 40 60

(件)

田1位 閻2位 固3位

図1-12 入手の際重視した点(注文住宅)

0 20 40 60 80 100 120

(件)

田1位 励2位 国3位

園1-13 入手の際重視した点(分譲住宅)

住宅を見て気に入った｣が最も多く8割を占める｡

次いで､｢土地の立地条件がよい｣7割､｢予算内

だった｣が6割である｡総じて､住宅や土地その

ものが決め手となっている｡

2)契約について

① 受取書頸と図面

受取書類と図面について､図2-1と2-2に示

す｡注文住宅の請負契約時に受け取った書類につ

いて､｢設計図｣や｢見積書｣､｢工事請負約款｣

は｢受け取った｣と答えた件数が9割を越えてい

るが､｢工程表｣については約半数しか受け取っ

ておらず､工事の進行状況を把握している消費者

は少ないのが現状である｡

工事請負約款

契約約款

見積書(工事
費明細)

工程表(スケ
ジュール表)

設計図

仕様書
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

甘受け取った 窃受け取らなかった 国わからない

園2-1契約時の受取書類(注文住宅)

契約書

保証書

登記簿抄本

確認中請書

検査済書

物件説明書

住まいの手

引書

工業化住宅

性能認定書

その他

0% 20% 40% 60% 80% 100%

阻受け取った 窃受け取らなかった 閻わからない

図2-2 引渡し暗までに受け取った書類
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引き渡しまでに受け取った書類は､｢契約書｣

を受け取ったと答えた件数が最も多く､約9割を

占める｡次いで､｢保証書｣｢登記簿抄本｣が約8

割で続く｡いずれも非常に重要な書類であるが､

1～2割は受け取っておらず､今後大きなトラブ

ルが生じる可能性がある｡また､その他の書類の

受け取り率は低く､受け取ったかどうか分からな

いと答える消費者もかなり存在するなど､契約に

対する認識は高くないといえる｡

② アフターサービスの取り決め状況

アフターサービスの取り決め状況について､図

2-3と2-4に示す｡アフターサービスの取り決

め方法については､｢保証書｣で取り決めたケー

スが最も多く､次いで｢契約書｣が続く｡しかし､

｢口頭で｣取り決めたケースや｢取り決めなし｣

など､今後トラブルが生じる可能性のあるケース

もある｡また｢分からない｣と答える消費者も約

1割存在しており､アフターサービスに対する認

識も高くないといえる｡

アフターサービスが受けられる保証期間は｢10

保証書で

契約書で

口頭で

取り決めなし

わからない

0 20 40 60 80 100

(%)

図2-3 アフターサービスの取り決め方法

(%)

100

80

60

40

20

0

なし1年 2年 3年 5年 7年10年 20年 30年

図2-4 アフターサービスの保証期間
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年｣と答えた件数が約半数を占める｡次いで､｢5

年｣が約2割である｡しかし､5年に満たないケー

スが約2割､保証なしが約1割存在するなど､今

後欠陥住宅の問題が生じたときに大きな問題とな

る場合があることが明らかになった｡

3)住宅のトラブルと欠陥の実態

① 工事期間中のトラブル

工事期間中のトラブルについて､図3-1～3-

3に示す｡

｢工事の遅れ｣｢図面との相違｣が約2割､｢高

額の追加工事代金がかかる｣が約1割存在してお

り､当初の予定が大きく変わるトラブルが発生し

ている｡また､1割の住宅で重大な欠陥問題に発

展する可能性がある｢工事が雑だった｣｢欠陥工

事があった｣ケースがそれぞれ1割以上も存在す

る現状が明らかになった｡

工事期間中､現場を取り仕切る管理者の実態と

しては､約2割の注文住宅で､｢あまり現場を見

に釆ない｣｢挨拶や報告をしにこない｣｢対応が遅

い｣という結果が明らかになった｡一人で多くの

現場を抱えている工事管理者の問題点が示された

といえよう｡

工事管理者に対する評価については､良かった

とする者が半数あるものの､悪かったと感じてい

る消費者も2割存在しており､今後のトラブル発

工事が雑だっ
た

欠陥工事があ

った

工期が遅れた

設計変更がで
きなかった

図面との相違

があった

高額の追加工事
代金がかかった

近隣から苦情
があった

工事中に業者
が倒産した

その他

0% 20% 40% 60% 80% 100%

団あった 田なかった

図3-1エ事中のトラブル(注文住宅)
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あまり現場を
見に来ない

話を聞いてく
れない

対応が遅い

専門的知識が
少ない

言葉遣いなどの
態度がよくない

挨拶や報告を
しにこない

現場の整理が

できていない

その他

0% 20% 40% 60% 80% 100%

固はい 窃いいえ

図3-2 工事監理者への不満点(注文住宅)

ロ監刀瞭矧
0% 20% 40% 60% 80% 100%

田 とてもよかった 囲 よかった

匡ヨふつう 田 悪かった

[]とても悪かった

図3-3 エ事監理者への評価(注文住宅)

生への懸念があるといえる｡

② 完成後のトラブルの実態

完成後のトラブルについて､図3-4～3-8に

示す｡

a､実際の住宅との相違

広告･事前説明･設計図･モデルルームなどと､

実際の住宅との相違ケ所については､｢生活利便

施設｣や｢駅からの所要時間｣など住宅の立地条

件に関わる項目が約2割生じている｡また､住宅

自体の相違ケ所では､｢材料や品質･設備｣が2

割相違しているのを最高に､どの項目についても

相違ケ所が存在している｡したがって､今後トラ

ブル発生の大きな原因になることが予想される｡

(図3-4)

b､トラブルの状況

｢設計図との相違｣｢注文内容や業者の説明と

の相違｣｢口約束との相違｣といった消費者の事

前の予想と異なる出来上がりに関わるトラブルが､

敷地面積

述べ床面積

各室の広さ･

寸法

設備･家具の
大きさ

間取り

材料や品質設
備

家具の種類

駅からの所要

時間

生活利便施設

生活環境

その他

0% 20% 40% 60% 80% 100%

因ある日ない

図3-4 実際の住宅との相違ケ所

引渡し日の遅

れ

設計図との相
違

注文内容や業者
の説明との相違

広告やモデルル

ームとの相違

口約束との相
違

土地の広さが

違う

融資関係

解約したかったが
応じてもらえず

その他

0% 20% 40% 60% 80% 100%

国ある囚ない

図3-5 完成後のトラブルの有無

それぞれ約1割ある｡

次に､生じたトラブルに対して｢困った度合い｣

をみると､全てのトラブルについて半数以上が困っ

たと感じている｡特に､融資や解約については､

全てのトラブル体験者が困ったと感じている｡
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引渡し日の遅
れ

設計図との相
違

注文内容や業者
の説明との相違

広告やモデルル

ームとの相違

口約束との相
違

融資関係

解約したかったが

応じてもらえず

その他

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ヨ非常に困った 殴困った 国それはどでもない

図3-6 完成後のトラブル困った度合

引渡し目の遅

れ

設計図との相

違

注文内容や業者
の説明との相違

広告やモデルル

ームとの相違

口約束との相
違

その他

0% 20% ヰ0% 60% 80% 100%

田無料で補修 国有料で補修
国値引き 国連約金

白 とりあってくれない皿何もしていない
[]その他

図3-7 完成後のトラブル業者の対応

引渡し日の遅
れ

設計図との相
違

注文内容や業者

の説明との相違

広告やモデルル

ームとの相違

口約束との相
違

その他

0% 20% 40% 60% 80% 100%

已1週間以内励半月以内 団1カ月以内

匡コ2～3カ月 田1年以上 □未解決

図3-8 完成後のトラブル

トラブル発見から解決までの期間

また､トラブルに対する業者の対応をみると､

トラブルに対し無料で補修をする業者が各項目

2～6割存在する反面､｢とりあってくれない｣業

者も存在する｡一方､｢何もしていない｣消費者

も多く､問題に対する認識があまり高くない状況

がみられる｡

さらに､トラブル発見から解決までの期間をみ

ると､各トラブルは多くの場合､1ケ月以内に解

決されるかもしくは未解決という状況が明らかに

なった｡どの項目にも未解決のケースがみられる

が､特に｢口約束との相違｣では未解決のケース

が多く､文書で取り決めることの重要性が明らか

になったといえよう｡(図3-5～3-8)

③ 欠陥･不良ケ所の実態

欠陥･不良ケ所の実態について図3-9～3-12

に示す｡

a､欠陥･不良ケ所の状況

欠陥･不良ケ所がある割合は､｢建具類のゆが

み･開閉不良｣が最も多く4割を越え､次いで､

｢水まわりの不良｣｢床のたわみ･きしみ｣と続く｡

さらに､｢内壁･外壁のひび割れ｣｢内壁の汚れ･

はがれ｣も3割を越えている｡これらの多くは､

業者の施行ミスや手抜きが関連していると考えら

れる｡また､住宅の主要構造と関連する｢基礎の

亀裂｣｢床の傾斜｣｢建物の揺れ｣が5%､｢柱の

傾き･亀裂｣｢地盤の不同沈下｣も1～2%存在し

ており､重大な欠陥住宅の存在が明らかになった｡

上記の欠陥･不良個所に対する困窮度をみると､

建物の内･外観の表面上の問題に対する困窮度は

高くないが､日常的な使用に関わる問題や居住性

に関わる問題､重要な構造上の問題に対しては､

消費者の困窮度は高くなっており､生活に与える

影響は深刻であるといえよう｡

b､欠陥･不良ケ所に対する業者の対応

欠陥･不良ケ所に対する業者の対応をみると､

比較的補修が簡単な項目については､｢無料で補

修｣するケースが多いが､主要な構造上の欠陥に

ついては､｢とりあってくれない｣ケースが多く

なっており､業者の対応に問題がみられる｡また､

業者への働きかけを｢何もしていない｣ケースが､

各項目とも多くみられるが､特に主要構造上の問

題や換気･通風･遮音･水はけ･振動等の直接の

原因が分かりにくい事柄に関して多くなっている｡

したがって､消費者側の対応にも問題があるとい

える｡
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雨漏り

シロアリなどの虫食い､腐朽1

内壁･外壁のひび割れ

玄関･バルコニー等のひび割れ

タイル割れ

水まわりの不良

電気･ガスの不良

基礎の亀裂

柱の傾き･亀裂

押入･壁などの結露

地盤の不同沈下

床が傾斜している

床のたわみ･きしみ

階段のきしみ･がたつき

建具頸のゆがみ･開閉不良

瓦のずれ･割れ

屋根や雨どいの水はけが悪い

外壁の塗り残し･ムラ･はがれ

内壁の汚れ･はがれ

天井や床の色むら･凸凹

床下や屋根裏の換気不良

隣家･上階の音がよく聞こえる

風通しが悪い

敷地の水はけが悪い

建物の揺れ(振動)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

団 ある 四 ない

図3-9 欠陥･不良ケ所の有無
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雨漏り

内壁･外壁のひび割れ

玄関･バルコニー等のひび割れ

タイル割れ

水まわりの不良

電気･ガスの不良

基礎の亀裂

柱の傾き･亀裂

押入･壁などの結露

地盤の不同沈下

床が傾斜している

床のたわみ･きしみ

階段のきしみ･がたっき

建具類のゆがみ･開閉不良

瓦のずれ･割れ

屋根や雨どいの水はけが悪い

外壁の塗り残し･ムラ･はがれ

内壁の汚れ･はがれ

天井や床の色むら･凸凹

床下や屋根裏の換気不良

隣家･上階の音がよく聞こえる

風通しが悪い

敷地の水はけが悪い

建物の揺れ(振動)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

田 非常に困った 臼 困った 国 それはどでない

図3-10 欠陥･不良ケ所別困った度合
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雨漏り

内壁･外壁のひび割れ

玄関･バルコニー等のひび割れ

タイル割れ

水まわりの不良

電気･ガスの不良

基礎の亀裂

柱の傾き･亀裂

押入･壁などの結露

地盤の不同沈下

床が傾斜している

床のたわみ･きしみ

階段のきしみ･がたっき

建具類のゆがみ･開閉不良

瓦のずれ･割れ

屋根や雨どいの水はけが悪い

外壁の塗り残し･ムラ･はがれ

内壁の汚れ･はがれ

天井や床の色むら･凸凹

床下や屋根裏の換気不良

隣家･上階の音がよく聞こえる

風通しが悪い

敷地の水はけが悪い

建物の揺れ(振動)

0% 20% 80% 100%

田 無料で補修

匠 有料･値引き･違約金で補修

国 とりあってくれない

【∃ なにもしていない

田 その他

園3-11欠陥･不良ケ所別業者の対応
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雨漏り

内壁･外壁のひび割れ

玄関･バルコニー等のひび割れ

タイル割れ

水まわりの不良

電気･ガスの不良

基礎の亀裂

柱の傾き･亀裂

押入･壁などの結露

地盤の不同沈下

床が傾斜している

床のたわみ･きしみ

階段のきしみ･がたっき

建具類のゆがみ･開閉不良

瓦のずれ･割れ

屋根や雨どいの水はけが悪い

外壁の塗り残し･ムラ･はがれ

内壁の汚れ･はがれ

天井や床の色むら･凸凹

床下や屋椴真の換気不良

隣家･上階の音がよく聞こえる

風通しが悪い

敷地の水はけが悪い

建物の揺れ(振動)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

図3-12 欠陥･不良ケ所別

発見から解決までの期間
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次に､欠陥･不良ケ所発見から解決までの期間

をみると､比較的早期に解決している項目と未解

決が多い項目に大別されており､これは上記の業

者や消費者の対応と直接連動しているといえる｡

4)住宅のトラブルに対する消費者の行動と意識

前節までに示した完成後のトラブルや欠陥･不

良ケ所が1つでも発生した世帯は､全調査対象

219件の中で188件に上る｡そのうち､それに業

者が取り合ってくれなかったことがあったのは､

22件で1割以上存在する｡本節では､このトラ

ブルや欠陥があった世帯188件(以後､トラブル

経験世帯と記す)と､クレームに対して業者が取

り合ってくれなかったことがある世帯22件(以

後､業者非対応世帯と記す)について､その意識

と行動を検討する｡

① 住宅および工事業者の種類と住宅のトラブル

住宅および工事業者の種類と､トラブル経験世

帯､業者非対応世帯との関連を､図4-1と4-2

に示す｡

トラブル経験世帯は､分譲住宅の方に多く､工

事業者では､注文住宅では大工･工務店にやや多

く､分譲住宅では地域の住宅会社に多くみられる｡

業者非対応世帯は､注文･分譲による違いはみ

られないが､工事業者では､地域の住宅会社に多

くみられる｡

② 業者がクレームに応じない場合の状況

業者がクレームに応じない場合の消費者の行動

について､図4-3と4-4に示す｡相談機関に相

注文住宅

住宅の種類 分譲住宅

全体

大手住宅メーカー

工事業者の聯地域の住宅会社
(注文住宅)大工･工務店

全体

工事業者の種類
(分譲住宅)

大手住宅メーカー

地域の住宅会社

不動産会社

その他

全体

談したケースははとんどなく､｢どうしていいの

か分からなかった｣が約半数､｢何もしなかった｣

が6割もあり､業者の無責任な対応に対して無力

な消費者の実態が明らかになった｡

注文住宅

住宅の種類 分譲住宅

全体

工事業者の種類

大手住宅メーカー

地域の住宅会社

(注文住宅)大工･工務店

全体

大手住宅メーカー

地域の住宅会社

]讃露空軍不動産会社
その他

全休

0 20 40 60 80 100

(%)

園4-1欠陥･トラブルの経験率

(トラブル経験世帯率)
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0 20 40 60 80 100

(%)

図4-2 業者が取り合ってくれなかった経

験率(業者非対応世帯率)

別の業者に相
談

設計事務所に
相談

消費生活センターな

どの行政機関に相談

民間の消費者
団体に相談

建築士の団体
に相談

住宅検査協会など

の検査機関に相談

欠陥住宅問題を扱

う民間団体に相談

弁護士に相談

裁判所に訴え
た

新聞･マスコ

ミに訴えた

知人などの第

3者に相談

どうしていいのか

わからなかった

何もしなかっ
た

その他

0% 20% 40% 60% 80% IOO%

国 した 医 しなかった

図4-3 業者が取り合ってくれない時の消

費者の行動
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また､業者が取り合ってくれなかった場合のト

ラブルや欠陥が生活に与える影響をみると､生活

や精神面に影響を受けた者が半数存在し､｢精神

的に不安定になった｣｢家にいても落ち着かない｣

という消費者が､それぞれ3～4割存在しており､

業者の無責任な対応は消費者の精神面に対し､大

きな影響を与えている｡

③ 住宅に対する満足度との関連

現在居住する住宅に対する満足度とトラブルや

業者の対応との関連を図4-5と4-6に示す｡住

健康状態が悪
化した

精神的に不安
になった

家族の仲が悪
くなった

家にいても落
ち着かない

特に変化なし

その他

0% 20% 40% 60% 80% 100%

国はい 囲いいえ

図4-4 住宅の欠陥が生活に与える影響

トラブル経

験世帯

トラブル非
経験世帯

全体

0% 20% 40% 60% 80% 100%

田非常に満足 因まあまあ満足

Eヨやや不満 田不満

′園4-5 欠陥やトラブルの有無と住宅に対

する満足度

0% 20% 40% 60% 80% 100%

田非常に満足 固まあまあ満足

臼やや不満 田不満

図4-6 取り合ってくれなかった経験の有

無と住宅に対する満足度

宅に対する満足度は､まずトラブルや欠陥の有無

と関連しており､トラブルや欠陥があった場合の

満足度は､相対的に低くなっている｡また､クレー

ムに対して業者が取り合ってくれないという経験

のある場合は､さらに満足度が低くなっている｡

④ 消費者の行政への要求との関連

行政への要求とトラブルや業者の対応との関連

を､図4-7と4-8に示す｡

｢業者のチェックをしてほしい｣｢検査をしっ

かりしてはしい｣｢相談機関を充実してほしい｣

など､行政の体制を整え､直接的な被害の防止や

救済システムの確立についての要求を6割以上の

消費者が望んでいる｡また､｢住宅購入の講座を

してはしい｣｢住宅に関する消費者教育を充実し

てはしい｣など､消費者自身がトラブルを防ぐよ

うな教育制度の整備についても3割以上の消費者

が望んでおり､消費者が､行政に要求しているこ

とは多い｡

また､図4-7にみるように､欠陥やトラブル

の有無と行政への要求にはほとんど差異はなく､

欠陥やトラブルの有無が行政への要求を高めるこ

とにつながってはいないが､クレームに対して業

者が取り合ってくれなかった経験の有無の間には

法律を厳しくし
てはしい

業者のチェック

をしてほしい

検査をしっかり

してほしい

相談機関を充実
してほしい

住宅購入の講座
をやってほしい

住宅に関する消
費者教育を充実
してはしい

その他

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

(%)

貯トラブル経験世帯

囲トラブル非経験世帯

国全体

図4-7 欠陥やトラブルの有無と消費者の

行政への要求
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法律を厳しくし

てほしい

業者のチェック

をしてほしい

検査をしっかり
してほしい

相談機関を充実
してはしい

住宅購入の講座

をやってほしい

住宅に関する消
費者教育を充実
してほしい

その他

0 20 40 60 80

田業者非対応世帯因業者対応世帯 国全体

* グラフ中の数字は件数

** <>内の数字はカイ自乗検定の有意差水準

図4-8 取り合ってくれなかった経験の有

無と消費者の行政への要求

違いがあり､この経験者の方が｢相談機関の充実｣

｢法律を厳しく｣｢業者のチェック｣などに対する

行政への要求が高くなっている｡すなわち､業者

の無責任な対応を経験して初めて消費者問題に対

する認識が高まり､行政への要求を高めることに

つながっていることが明らかになった｡

⑤ 消費者の業者への要求との関連

消費者の業者への要求とトラブルや業者の対応

との関連を､図4-9と4-10に示す｡

全体的にいずれの項目に対しても非常に要求は

高くなっている｡特に､アフターサービスの充実

や､欠陥やトラブルが発生した場合の対応の改善

についての要求が高い｡契約前や契約内容につい

ても6～7割の消費者が要求しており､消費者は

業者に対して､あらゆる面において今以上のサー

ビスを求めている｡

欠陥やトラブルの有無や､取り合ってくれなかっ

た経験の有無別に検討すると､欠陥やトラブルが

あった場合は､工事の監理､アフターサービスや

欠陥やトラブルに対する業者の対応への要求が高

まり､さらに欠陥やトラブルに業者が取り合って

くれない経験があると､社員への教育や契約の問

契約前でも気軽に
相談できるように

してほしい

契約内容をわかり
やすくしてはしい

費用や価格につい
てわかりやすくし
てはしい

消費者からの苦情や
問い合わせへの対応
を早くしてはしい

工事の監理をしっ
かりしてはしい

営業や職人などへ
の教育をしっかり
ほしい

相談窓口をわかり

やすくしてほしい

アフターサービス
を充実してはしい

営業マンに最後ま
で関わってはしい

口約束でごまかさ

ないでほしい

その他

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 IOO.0

団トラブル経験世帯

回トラブル非経験世帯

国全体

* グラフ中の数字は件数
** く>内の数字はカイ自乗検定の有意差水準

図4-9 欠陥やトラブルの有無と消費者の

業者への要求

題にも要求が広がることが明らかになった｡

⑥ 消費者のアフターサービスへの意識との関連

アフターサービスへの意識とトラブルや業者の

対応との関連を､図4-11～4-14に示す｡

消費者が不満と感じているのは､｢畷庇保証期

間が短い｣｢定期点検がない｣などの補償制度の

不十分な点が最も多く4～5割､｢すぐに釆てくれ

ない｣｢補修が長引く｣｢補修費用が高い｣などの

補修時の対応にも2～4割の消費者が不満だとし

ている｡

欠陥やトラブルの有無との関連をみると､｢保

証期間が短い｣｢補修費用が高い｣など､多くの

点において､経験者の方が不満感は強くなってい

る｡また､業者がクレームに取り合ってくれなかっ

た経験をもつものは､アフターサービスの保証内
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契約前でも気軽に
相談できるように
してはしい

契約内容をわかり
やすくしてほしい

費用や価格につい
てわかりやすくし

てほしい

消費者からの苦情や
問い合わせへの対応
を早くしてはしい

工事の監理をしっ
かりしてはしい

営業や職人などへ
の教育をしっかり
してはしい

相談窓口をわかり

やすくしてほしい

アフターサービス

を充実してほしい

営業マンに最後ま
で関わってほしい

口約束でごまかさ
ないではしい

その他

0 20 40 60 80 100

(%)

田業者非対応世帯 顔業者対応世帯 田全休

* グラフ中の数字は件数
** <>内の数字はカイ自乗検定の有意差水準

図4-10 取り合ってくれなかった経験の

有無と消費者の業者への要求

容や対応などの多くの点について､その不満度は

さらに強くなっている｡

次に､アフターサービスに対する総合評価をみ

ると､調査対象全体では､｢満足｣と｢不満足｣

が括抗している｡

しかし､欠陥やトラブルの有無別にみると､そ

れがある場合の方が不満足と考える消費者が多く､

さらに､業者がクレームに応じてくれなかった場

合には､不満足感は極端に強くなっている｡

4.おわりに

本研究では､住宅に関するトラブルや欠陥の実

態および消費者の意識と行動を明らかにするとと

もに､消費者の意識や行動とトラブルや欠陥との

関連をとらえることを目的とし､住宅を入手した
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すぐに釆てくれ
ない

糎庇保証期間が
短い

定期点検がない

有料か無料かは

っきりしない

補修が長引く

補修費用が高い

窓口がわからな
い

その他

0 20 40 60 80 100

むトラブル経験世帯

臨トラブル非経験世帯

国全体

* グラフ中の数字は件数
** <>内の数字はカイ自乗検定の有意差水準

図4-11欠陥やトラブルの有無と消費者の

アフターサービスへの不満点

すぐに来てくれ
ない

堪庇保証期間が
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定期点検がない

有料か無料かは

っきりしない
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窓口がわからな
い

その他
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トラブル

経験世帯

トラブル非
経験世帯

全体

0% 20% 40% 60% 80% 100%

臣満足 団何ともいえない 田不満足

図4-13 欠陥やトラブルの有無と消費者の

アフターサービスへの評価

消費者に対して調査を実施した｡その結果､以下

の知見を得た｡

1)住宅入手までの消費者の行動と意識

住宅入手までの準備行動は､マスメディアの利

用や宣伝用に準備された展示場や見学会などにと

どまり､自ら主体的に調べたり学習することは行っ

ていない｡

また､土地の購入や分譲住宅物件の入手に対す

る下調べについても､業者が提供した書類や業者

の説明に多く依存しており､自ら役所や他の専門

家に聞くなどの行動を行っていないことが明らか

になった｡

2)契約について

受取書類やアフターサービスの取り決めについ

て､｢受け取っていない｣あるいは｢決めていな

い｣消費者が一定存在していることが明らかになっ

たが､それとともに分からないと答える消費者も

かなりみられた｡欠陥問題が発生した場合､消費

者が非常に不利な立場に立たされる危険性が高い

こととともに､消費者の認識が十分といえない状

況が明らかになった｡

3)住宅のトラブルと欠陥の実態

工事中および完成後においても､図面･広告･

事前説明等との相違が2割程度あり､欠陥工事や

工事の遅れも同程度みられた｡これに伴って工事

管理者に対して2割の消費者が悪かったと感じて

いる｡

トラブル発生に対して､困ったと感じている消

費者が半数以上に上っている｡また､｢取り合っ

てくれない｣業者が一定見られるとともに､｢何

もしていない｣消費者もかなりあり､業者･消費

者双方に問題があるという状況が明らかになった｡

解決の期間は､1ケ月以内と未解決の2つに大別

される状況がみられたが､特に口約束の場合の未

解決が多く書類作成の重要性が指摘できる｡

0% 20% 40% 60% 80% 100%

匿満足 因何ともいえない 国不満足

* カイ自乗検定の有意差は1%水準

園4-14 取り合ってくれなかった経験の有

無と消費者のアフターサービスへ

の評価

欠陥･不良ケ所の実態については､業者の施行

ミスや手抜きが関係していると考えられるものが

かなりみられたが､さらに主要構造に関わる欠陥

も1～5%みられた｡これに対する業者の対応は､

比較的簡単な補修については､無料で行っている

が､主要な構造の欠陥については､｢取り合って

くれない｣ケースが多い｡消費者の行動も｢何も

していない｣ケースが多くみられ､消費者教育の

必要性が指摘される｡

4)住宅のトラブルに対する消費者の行動と意識

何らかのトラブルや欠陥を経験した世帯(トラ

ブル経験世帯)は､全体の9割近くに上っており､

ほとんどの消費者がこうした問題に直面している

ことがとらえられた｡また､この中で､クレーム

に｢取り合ってくれない｣業者の対応を経験した

世帯が1割以上存在した｡

業者がクレームに応じてくれない場合の消費者

(業者非対応世帯)の行動は､はとんどどこにも

相談しておらず､｢どうしていいか分からなかっ

た｣｢何もしなかった｣が過半数を占め､不誠実

な業者に対して消費者は無力である状況が明らか

になった｡また､こうした業者の対応を経験した

消費者は､この段階で初めて消費者問題に対する

認識が深まり､行政への要求や業者への要求が非

常に大きくなることがとらえられた｡さらに､住

宅に対する満足度も低く､アフターサービスに対

しても不満が強く評価も極端に悪い結果となって

いる｡

以上のように､トラブルや欠陥はほとんどの世

帯に広範囲に広がっており､経験している現状が

明らかになった｡その中には深刻なトラブルや欠

陥を抱える世帯や業者に対して非常に不信感を持っ

ている消費者もみられる｡また､主要構造部分に

関わる欠陥を発生させ､しかもそれに誠実に対応
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せず取り合わない悪質な業者が存在することも明

らかになった｡

一方､総じて消費者は住宅の入手に対する準備

や､契約､トラブルや欠陥問題のいずれの局面に

対しても､非常に行動は低調で認識は低い｡しか

し､トラブルや欠陥を経験することで行政や業者

への不満が生じ､さらに業者の不誠実な対応を経

験することで､消費者としての意識に明確な変化

が生じた｡

したがって､業者に対しては､欠陥や不良ケ所

を防ぐ技術的･人的努力を促すとともに､消費者

が購入判断を下しやすく､入手後も十分な保証が

受けられるシステムを制度的に確立させていく必

要がある｡また､消費者に対しても､被害防止の

ため積極的に入手前の準備を行うとともにトラブ

ル解決能力を身に付けるための消費者教育を充実

させる必要がある｡新しい住宅品質確保促進法が､

実質的な効果を発拝しうるためにも､業者と消費

者に対するこれらの諸対策が必要である｡
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